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背景

高齢化とあわせて未婚化が進んでいる

50歳時の未婚率の推移と将来推計

＜出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集(2018年版)」、「日本の世帯数の将来推計(全国推計2018年1月推計)」 ＞
(注) 50歳時点未婚率とは、50歳時点で1度も結婚をしたことのない人の割合であり、45歳～49歳の未婚率と50歳～54歳の未婚率の平均。
(注) 2020年までの実績値は「人口統計資料集」（2015年及び2020年は配偶関係不詳補完値）2020年以降の推計値は『日本の世帯数の
将来推計(全国推計)』(2018(平成30)年推計)による。

（年）

（％）

高齢化＆未婚化の増加
→ ・ 独身者が親の介護を一人で担う(シングル介護)の社会問題化

・ シングル介護者が抱える問題は精神的・肉体的・経済的負担など複数

実績値 2018年推計値

28.3％

17.8％
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動機

✓ シングル介護者が抱える問題は複数あるが、経済的な脆弱性に
ついて先行研究で多数指摘

✓ 介護離職により収入が途絶える、配偶者・子供を持たないため、
老後のケアに対し家庭内の経済的・身体的援助は期待できない

✓ 本稿では、シングル介護者のワーク・ライフ・バランスの問題に焦点
を当て、シングル介護者が介護離職をした場合には経済的な破綻
を招く蓋然性が高いという仮説をたて、定量的に明らかにする

⇒定量的評価は、シングル介護者の老後の貯蓄残高の

シミュレーションを実施

親の介護リスクが高まる40、50歳代の中年期に注目
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貢献

仮説：シングル介護者が介護離職をした場合には

経済的な破綻を招く蓋然性が高い

経済的に問題ない世帯であっても介護離職をすると老後に
経済的破綻を招く蓋然性が高いことが確認できた

✓ シングルの親介護は、介護離職あり＞低所得世帯＞借家＞単身世帯の順に貯蓄
残高への影響が大きく、親介護が2人に増えたとしてもこの傾向は変わらない

✓ シングルが国民年金加入である場合は、持家が十分な介護リスクのリスク耐性として
機能しなく、介護離職ありまたは低所得である場合は、貯蓄残高がマイナスになる
可能性がある、ということが確認された
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先行研究

・ 我が国におけるシングル介護に関する先行研究

シングル介護者18名にアンケート調査を行い、代わりの介護者がいなく、収入が「おお
いに減った」「少し減った」で合計9割、介護と仕事の両立は難しく、経済的な問題も
含め将来に大きな不安を抱いている

小長谷・鈴木（2012）

シングル介護の特徴として、自分中心の生活から介護に至るショックの大きさ、親子の
依存関係の強さ、人に頼りたいがそれ以上に人に干渉されることを嫌がる点、など

川村（2015）

30代、40代のシングル介護者へのインタビューを行い、要介護者のために自分の生
活が後回しになる実態や結婚を望む人は家族形成のチャンスが狭められている実態
を明らかにした

三具（2017）

就労しながら親の介護をするシングル介護者について、退院後1か月時と3か月時の
健康関連QOLの変化を考察した結果、身体面より精神面のQOLが低下

田中他（2022）
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先行研究

・ 我が国におけるシングル介護に関する先行研究（続き）

シングル介護者の現状と課題について整理し、シングル介護者のワーク・ライフ・バラン
ス改善のための支援の可能性について論じている

山口（2023）

シングル介護者で介護開始時に就業していた介護開始時に就業していた2007ケー
スを分析し、シングル介護は介護開始時の勤務先の継続率が低いこと、シングル介
護の就業継続見込みは介護サービスの時間が自分の生活に合わないことや、職場で
の自分以外に同じ仕事を担当する人がいないことは継続見込みを低下されることを
確認している

労働政策研究・研修機構（2020）
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先行研究

・ 中年未婚者の生活リスクを分析した先行研究

中年未婚者の単身世帯と親同居世帯とを比較し、本人年収に関して、親同居世帯
は単身世帯よりも低所得者の比率が高く、低所得の親同居世帯は親が生計維持の
中心者となる傾向が強い

親の介護などを理由に無職となっている親同居女性は、親亡き後の生活上のリスクが
高いことの懸念

単身世帯では借家の割合が 7 割弱にのぼり、高齢期に収入が低下した場合に家
賃負担が重くなることの懸念

藤森（2021）

単身世帯は社会的に孤立するリスクを抱えていることに加え、要介護となった場合に
は家族介護ではなく介護事業者の介護サービスを利用することから、単身世帯の増
加は介護サービス利用の増加につながると推測している

藤森（2019）
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先行研究

・ 中年未婚者の生活リスクを分析した先行研究（続き）

中年未婚者の社会的孤立状況について「孤立群」「孤立予備群」「非孤立群」に分
類した上で、孤立予備群は非孤立群に比べて男性の比率が高いこと、孤立群は5 
割を無業者が占め、うつ・不安障害が疑われる人の比率が４割強

藤森・杉山（2021）

独身者（40代～60代前半）を対象としたアンケート調査の結果、経済的に援助し
てくれる人が現在「特にいない」と答えた人は男性で6割、女性で4割であり、悩みを
聞いてくれる人が現在「特にいない」と答えた人も男性で6割、女性で4割

平河（2021）
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先行研究

・ 中年シングルに関する統計 既婚者と独身者の個人年収の比較（居住形態別）

＜出典：内閣府「男女共同参画白書」（2022年）＞

・300万円未満の割合は、独身女性・独身男性ともに既婚男性の8.5％と比較するとかなり多い
(既婚女性で個人年収300万円未満の割合が多いが専業主婦・パートが想定され、世帯年収では既婚男性と既婚女性の個人年
収を合計した値になると推測)

→ 一般に中年独身者は既婚者に比べ貧困に陥るリスクは高いと言える
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先行研究

・ 中年シングルに関する統計 中年未婚者の介護に関する不安感（40・50歳代）

＜出典：生命保険文化センター「生活保障に関する調査」(2010年、2013年、2016年、2019年)＞

・未婚者と既婚者とで「親の介護」「自分の介護」で不安感ありの割合は大きな差はない
・親の介護の不安内容「介護の人手が不足する」「自分の肉体的・精神的負担」「自分の経済的
負担」に大きな差はない
・自分の介護の不安内容「介護してくれる家族がいない」で未婚者は既婚者より高い

未婚者 既婚者(死別・離別含む) うち単身者

性別
男性 65% 39% 50%
女性 35% 61% 50%

子供の有無
有 0% 91% 79%
無 100% 9% 20%

同居家族（親） 67% 22% 0%
自分の介護の不安感

有 90% 93% 91%
無 4% 5% 8%

親などの介護の不安感
有 85% 88% 66%
無 10% 11% 30%

自分介護の不安内容
自助努力による準備が不足する 42% 43% 41%
介護してくれる家族がいない 46% 15% 34%
家族に肉体的・精神的負担をかける 28% 67% 32%
家族に経済的負担をかける 27% 57% 27%
希望する介護施設に入れない 28% 25% 20%
わからない 1% 0% 0%

親介護の不安内容
介護の人手が不足する 35% 38% 24%
自分の肉体的・精神的負担 54% 60% 40%
自分の経済的負担 47% 46% 37%
自分の時間が拘束される 45% 52% 34%
希望の介護施設に入れられない 30% 29% 18%
わからない 0% 0% 0%
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本研究
✓ 先行研究は、シングル介護者の精神面・身体面についての健康関連
QOLまたは主観的QOLを調査したもので、客観的QOLである経済状態
について調査・分析したものは小長谷・鈴木(2012)以外にほとんどない

✓ 小長谷・鈴木(2012)についても、現時点の状況についての調査に留ま
り、将来の経済状態を示したものとはなっていない

✓ 山口（2023）は、シングル介護者のワーク・ライフ・バランスの重要性や
介護離職した場合に生活が困難になる状況について述べているが実際に
介護離職した場合の経済的な影響を定量的に論じられていない。

✓ 中年未婚者の先行研究においても、生活実態や高齢期の生活の懸念に
ついて述べられているが、生活の脆弱性については未評価・未確認

⇒本稿ではシングル介護者の将来の経済状態について

定量分析し、老後生活の脆弱性の評価を行う

新規性（先行研究との比較）
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分析区分

【分析区分】

中年シングル(未婚者・独身者)の生活様式を区分し貯蓄残高のシミュレーションを実施

生活様式： 単身/親同居、 低所得/それ以外、 借家/持家、 介護離職あり/なし (藤森(2021)を参考)

シミュレーションの分析区分

・介護離職の影響の差を分析するためにNo.17、18に「シングル以外」を追加
・親が貧困であるケースを想定し、貯蓄ゼロかつ無年金としてNo.19を追加

No. 年齢 婚姻 同居 所得 住居 介護離職 備考
1 40・50代 シングル 単身 低所得 借家 あり
2 40・50代 シングル 単身 低所得 借家 なし
3 40・50代 シングル 単身 低所得 持家 あり
4 40・50代 シングル 単身 低所得 持家 なし
5 40・50代 シングル 単身 低所得以外 借家 あり
6 40・50代 シングル 単身 低所得以外 借家 なし
7 40・50代 シングル 単身 低所得以外 持家 あり
8 40・50代 シングル 単身 低所得以外 持家 なし
9 40・50代 シングル 親同居 低所得 借家 あり
10 40・50代 シングル 親同居 低所得 借家 なし
11 40・50代 シングル 親同居 低所得 持家 あり
12 40・50代 シングル 親同居 低所得 持家 なし
13 40・50代 シングル 親同居 低所得以外 借家 あり
14 40・50代 シングル 親同居 低所得以外 借家 なし
15 40・50代 シングル 親同居 低所得以外 持家 あり
16 40・50代 シングル 親同居 低所得以外 持家 なし
17 40・50代 シングル以外 － － 持家 あり
18 40・50代 シングル以外 － － 持家 なし
19 40・50代 シングル 親同居 低所得 借家 あり 親は貯蓄ゼロ・無年金とする



14

分析区分

【分析区分(各属性の日本における世帯割合)】

年齢 婚姻 同居 所得 住居(*1)
40・50代
(27.2%)

シングル
(未婚・死別・離別)
(28.2%)

単身
(33.4%)

低所得(*2)
(44.4%) 

借家
(48.8%)
持家
(51.2%)

低所得以外
(55.6%)

借家
(48.8%)
持家
(51.2%)

家族同居(*3)
(66.6%)

低所得(*4)
(53.4%)
低所得以外
(46.6%)

シングル以外
(71.8%)

40・50代以外
(72.8%)

(*1) 「住居」は低所得世帯とそれ以外を区分したデータはないためこれらの合算値、総務省統計局『家計調査年報（家計収支編）』35～59歳の単身世帯の
持家率
(*2) 総務省統計局『全国家計構造調査』（2019年）の単身世帯のうち本人年収300万円未満の割合。ただし、うち未婚者は不明なので単身世帯全体の
数値
(*3) 「家族同居」には親族との同居世帯の他、非親族との同居世帯を含む
(*4) 内閣府『男女共同参画白書』（2022年）から引用40～59歳で「親と同居」のうち本人年収300万円未満の割合の男女平均値53.4%

（男性7.8+17.9+20.5=46.2%、女性10.0+20.0+30.6=60.6%）
https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/gian_hokoku/20220614danjogaiyo.pdf/$File/20220614danjogaiyo.pdf

先行研究の藤森(2021)の集計結果とほぼ同水準となっている

https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/gian_hokoku/20220614danjogaiyo.pdf/$File/20220614danjogaiyo.pdf
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分析区分

（注）「シングル」の類語として「未婚者」「独身者」「単身世帯」「単独世帯」がある
未婚者・・・結婚歴がない者
独身者・・・結婚歴がないまたは結婚歴はあるが離別・死別した者
単身世帯・単独世帯(同義)・・・世帯人員が一人の世帯であり単身赴任などを含む

本稿では中年の「未婚者」「独身者」を取り扱う（=配偶者・子供の経済的・身体的な援助は期待できない）

配偶者

結婚歴

親同居

あり なし

あり なし

あり なし

未婚者

配偶者

結婚歴

親同居

あり なし

あり なし

あり なし

独身者

配偶者

結婚歴

親同居

あり なし

あり なし

あり なし

単身世帯

配偶者

結婚歴

親同居

あり なし

あり なし

あり なし

単独世帯
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使用データ

【使用データ】
主に『全国家計構造調査』（旧『全国消費実態調査』）の集計データを使用する

シミュレーションで使用するデータ
現役期間（子） 定年退職後期間（子）

親

貯蓄残高 『全国家計構造調査』2019年（二人以上世帯）

年金収入 『厚生年金保険・国民年金事業の概況』2020年

消費支出 『全国家計構造調査』2019年（二人以上世帯）

介護費用 『生命保険に関する全国実態調査』2021年

子

貯蓄残高・
負債残高

シングル：
『家計の金融行動に関する世論調査』
（単身世帯）2021年
シングル以外：
『全国家計構造調査』（二人以上世帯）2019年

勤労収入 『全国家計構造調査』2019年（単身世帯） 年金収入 『厚生年金保険・国民年金事業の概況2020年

消費支出 『全国家計構造調査』2019年（単身世帯） 消費支出 『全国家計構造調査』2019年（単身世帯）

介護費用 『生命保険に関する全国実態調査』2021年

(注1) 子の貯蓄残高・負債残高の「シングル」は『全国家計構造調査』で所得階級別の把握不能のため、『家計の金融行動に関する世論調査』を用いた
(注2) 子の「シングル」は簡便的に「単身世帯」の数値を適用。『国勢調査』（2020年）では40・50代の単身世帯のうち未婚割合は61％、単身赴任など
有配偶割合は14％、離死別割合は25％と、単身世帯の大半は未婚者または既婚者うち離別・死別のため妥当な取扱い。また「シングル」は単身世帯では
ない親同居の未婚者、親同居の既婚者うち離別・死別等も含むが、これらを分離して把握できない。親同居のシングルは単身世帯の家計をベースに親同居
による家計の消費支出の負担減を反映することで対応する。
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シミュレーション手法

【各年齢の貯蓄残高の推計方法】 親介護の開始年齢を親80歳・子50歳と想定する

親のx歳時点の貯蓄現在高
＝80歳時点貯蓄現在高＋(年金収入月額－家計消費支出月額－介護費用月額)×12×(x歳－80歳)

子の50歳～60歳のx歳時点の貯蓄現在高
＝50歳時点貯蓄現在高＋(勤労収入月額－家計消費支出月額)×12×(x歳－50歳)

子の60歳～65歳のx歳時点の貯蓄現在高
＝上で求めた60歳時点貯蓄現在高－家計消費支出月額×12×(x歳－60歳)

子の65歳～80歳のx歳時点の貯蓄現在高
＝上で求めた65歳時点貯蓄現在高＋(年金収入月額－家計消費支出月額)×12×(x歳－65歳)

子の80歳～85歳のx歳時点の貯蓄現在高
＝上で求めた80歳時点貯蓄現在高
＋(年金収入月額－家計消費支出月額－介護費用月額)×12×(x歳－80歳)

親
要介護(80歳) 死亡(85歳)

子
親介護(50歳) 定年(60歳) 公的年金開始(65歳) 要介護(80歳) 死亡(85歳)
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シミュレーション手法

【各年齢の貯蓄残高の推計方法】（補足）

親介護の開始年齢を親80歳・子50歳と想定する

厚生労働省が算定している健康寿命には3種類

「日常生活に制限のない期間の平均」
「自分が健康であると自覚している期間の平均」
「日常生活動作が自立している期間の平均」

本稿では、親介護が必要になると考えられる要介護2以上を基準とした健康寿命「日常生活動作が自立している期間の平
均」を用いる。2019年に算定された健康寿命 は男性で79.91歳、女性で84.18歳なので、簡便的に親介護が必要となる
親の年齢を性別によらず80歳とした。

さらに、現在80歳の親が25歳頃であった1965年の第1子出生年齢 は、父親28～29歳、母親25～26歳であることから、
親子の年齢差は簡便的に30歳として、親介護が開始する子供の年齢を50歳として採用する。
なお、この親子の年齢については、2019年の『国民生活基礎調査（介護票）』において80～84歳を介護する子供の年齢
で50～54歳が最頻値であることと整合している。

さらに、生命保険文化センターの『生命保険に関する全国実態調査』（2021年）より平均介護期間は5年1か月であるため、
80歳で要介護となり85歳で死亡することとする 。
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シミュレーション手法

【シミュレーションで用いた貯蓄・収入・支出の金額】

No.
(子)
婚姻

(子)
同居

(子)
所得

(親)
住居

(親)
貯蓄

(親)
厚生年金

(親)家計
食費

(親)家計
住居費

(親)家計
その他

1 シングル 単身 低所得 借家 18,412 203 57 49 155
2 シングル 単身 低所得 借家 18,412 203 57 49 155
3 シングル 単身 低所得 持家 18,412 203 57 0 155
4 シングル 単身 低所得 持家 18,412 203 57 0 155
5 シングル 単身 低所得以外 借家 18,412 203 57 49 155
6 シングル 単身 低所得以外 借家 18,412 203 57 49 155
7 シングル 単身 低所得以外 持家 18,412 203 57 0 155
8 シングル 単身 低所得以外 持家 18,412 203 57 0 155
9 シングル 親同居 低所得 借家 18,412 203 85 49 155
10 シングル 親同居 低所得 借家 18,412 203 85 49 155
11 シングル 親同居 低所得 持家 18,412 203 85 0 155
12 シングル 親同居 低所得 持家 18,412 203 85 0 155
13 シングル 親同居 低所得以外 借家 18,412 203 85 49 155
14 シングル 親同居 低所得以外 借家 18,412 203 85 49 155
15 シングル 親同居 低所得以外 持家 18,412 203 85 0 155
16 シングル 親同居 低所得以外 持家 18,412 203 85 0 155
17 シングル以外 － － 持家 18,412 203 70 0 155
18 シングル以外 － － 持家 18,412 203 70 0 155
19 シングル 親同居 低所得 借家 0 0 57 49 155

・貯蓄 ・・・世帯主80-84歳の1世帯当たり貯蓄残高の平均値
・公的年金 ・・・夫は厚生年金、妻は国民年金とし、夫婦合算の理論値20.3万円

・親の家計食費 ・・・世帯1人あたり食費を算定し、子と同居なしは夫婦2人分、同居ありは親子3人分
・親の家計住居費 ・・・統計値の「家賃地代」は借家と持家の平均値、家賃地代/（1-持家率）により家賃平均値を算定し、持
家の住居費はゼロ
・親同居で親生存中は食費・住居費の子負担なしとするが、親が亡くなった後は単身者と同水準（住居費は借家のみ発生）
・親の家計その他 ・・・消費支出全体の平均値から食費、家賃地代および訪問介護・通所サービス等費用の平均値を控除

・表にはないが、在宅介護費用は月額4.8万円とする（生命保険文化センター『生命保険に関する全国実態調査』）

（単位：千円）親
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シミュレーション手法

【シミュレーションで用いた貯蓄・収入・支出の金額】

No. 婚姻 同居 所得 住居
介護
離職

貯蓄
勤労
所得

家計
食費

家計
住居費

家計
その他

家計
非消費
支出

住宅ローン
残高

55歳時点

(老後)
国民
年金

(老後)
厚生
年金

(老後)
家計
食費

(老後)
家計
住居費

(老後)
家計
その他

1 シングル 単身 低所得 借家 あり 3,599 0 29 51 75 0 0 65 126 41 48 102

2 シングル 単身 低所得 借家 なし 3,599 167 29 51 75 28 0 65 146 41 48 102

3 シングル 単身 低所得 持家 あり 3,599 0 29 30 75 0 3,572 65 126 41 0 102

4 シングル 単身 低所得 持家 なし 3,599 167 29 30 75 28 3,572 65 146 41 0 102

5 シングル 単身 低所得以外 借家 あり 15,523 0 50 51 125 0 0 65 126 41 48 102

6 シングル 単身 低所得以外 借家 なし 15,523 509 50 51 125 85 0 65 146 41 48 102

7 シングル 単身 低所得以外 持家 あり 15,523 0 50 30 125 0 9,200 65 126 41 0 102

8 シングル 単身 低所得以外 持家 なし 15,523 509 50 30 125 85 9,200 65 146 41 0 102

9 シングル 親同居 低所得 借家 あり 3,599 0 0 0 75 0 0 65 126 41 48 102

10 シングル 親同居 低所得 借家 なし 3,599 167 0 0 75 28 0 65 146 41 48 102

11 シングル 親同居 低所得 持家 あり 3,599 0 0 0 75 0 0 65 126 41 0 102

12 シングル 親同居 低所得 持家 なし 3,599 167 0 0 75 28 0 65 146 41 0 102

13 シングル 親同居 低所得以外 借家 あり 15,523 0 0 0 125 0 0 65 126 41 48 102

14 シングル 親同居 低所得以外 借家 なし 15,523 509 0 0 125 85 0 65 146 41 48 102

15 シングル 親同居 低所得以外 持家 あり 15,523 0 0 0 125 0 0 65 126 41 0 102

16 シングル 親同居 低所得以外 持家 なし 15,523 509 0 0 125 85 0 65 146 41 0 102

17 シングル以外 － － 持家 あり 11,399 418 79 48 216 70 13,158 130 211 70 0 155

18 シングル以外 － － 持家 なし 11,399 678 79 48 216 107 13,158 130 211 70 0 155

19 シングル 親同居 低所得 借家 あり 3,599 0 0 0 75 0 0 65 211 41 48 155

・貯蓄 ・・・40・50代の単身世帯の平均値（低所得＝本人年収300万円未満、低所得以外=本人年収300万円以上）
・親同居の場合、親が生存中は食費および住居費のシングルの負担はないものとする
・持家の毎月の住宅ローンは、土地家屋借金返済/持家率 により平均値を算定した
・シングルの老後の収入は厚生年金の前提で試算を行うが、シングルで介護離職した場合、勤労期間が厚生年金の加入期間となり、
介護離職後は国民年金に移行するものとする。保険料減免により年金未加入期間はないものとして取り扱う
・表にはないが、在宅介護費用は月額4.8万円、公的介護施設費用は月額10.7万円、民間介護施設費用は月額14.8万円とし、
それぞれでシミュレーションを行う

・参考シミュレーションとして、未婚者の老後収入「(老後)国民年金」、「親貯蓄」・「貯蓄」は平均値以外に中央値、最頻値

（単位：千円）子
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シミュレーション結果

【シミュレーションで用いた貯蓄・収入・支出の金額】

その他の留意点

・負債現在高は大半が住宅・土地のための負債となっている（二人以上勤労者世帯で93％、単身勤労者世帯で89％）。本
稿のシミュレーションでは、未婚者の子供で持家の場合は、住宅ローン負債残高は『家計の金融行動に関する世論調査』（金融
広報中央委員会）の50歳代の平均値を55歳時点の負債残高と見なし、60歳で全額返済することとした。なお、親が持家であ
る場合の住宅ローンは完済しているものとする。

・なお金利は年0%、物価上昇率は年0%、賃金上昇率は年0%としている 。
金利については、2022年の日本国債10年の年間平均利回りが0.21％、日本国債20年の利回りが0.84％と低水準であることから、本稿で使用する金利は簡便的に年0％とした。
物価上昇率および賃金上昇率については、『毎月勤労統計調査』（厚生労働省）において2022年の実質賃金指数が対前年比で年1.0％減少と低水準であることから、ネット前の物価
上昇率、賃金上昇率をともに簡便的に年0％とした。
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シミュレーション結果

【65・75・85歳時点の貯蓄残高】

本稿では生活水準が維持できるかが最重要であると考え、貯蓄残高が生涯にわたり枯渇するか
否か、以下の注視すべき年齢時点で確認する

65歳 ・・・公的年金開始時点、老後生活開始時の準備状況を確認する年齢
今後の公的年金収入だけで生活維持できそうかを確認する年齢

75歳 ・・・自身が要介護になる直前、介護準備が十分であるかを確認する年齢
公的年金開始して10年であり公的年金での生活が十分であったか
を振り返る年齢

85歳 ・・・自身の介護が開始して介護費用が貯蓄や収入で賄えそうか
最終確認する年齢
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シミュレーション結果

【65・75・85歳時点の貯蓄残高 プラス(0)/マイナス(1) 】

65歳時点 75歳時点 85歳時点

No. 在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 0 0 0 1 1 1 1 1 1

3 1 1 1 1 1 1 1 1 1

4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 1 1 1 1 1 1 1 1 1

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 1 1 1 1 1 1 1 1 1

8 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9 1 1 1 1 1 1 1 1 1

10 0 0 0 1 1 1 1 1 1

11 1 1 1 1 1 1 1 1 1

12 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13 1 1 1 1 1 1 1 1 1

14 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15 0 0 0 0 0 0 1 1 1

16 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17 0 0 0 0 0 0 1 1 1

18 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19 1 1 1 1 1 1 1 1 1

・65歳時点ですでに貯蓄残高がマイナスとなっているのはNo.1、3、5、7、9、11、13、19
(シングルで介護離職ありの場合、ただし親同居で低所得以外かつ持家の場合を除く)

・75歳時点で貯蓄残高がマイナスになるのはNo.2
(シングルで介護離職なし、低所得、単身かつ借家の場合)

・85歳時点で貯蓄残高がマイナスになるのはNo.10、15、17
(シングルで親同居、低所得以外、持家かつ介護離職ありの場合、
シングルで親同居、低所得、借家かつ介護離職なしの場合、シングル以外で介護離職ありの場合)

Case1(基本シナリオ) 要介護者=1名 公的年金(子)＝厚生年金 貯蓄＝平均値

No. 婚姻 同居 所得 住居
介護
離職

1 シングル 単身 低所得 借家 あり

2 シングル 単身 低所得 借家 なし

3 シングル 単身 低所得 持家 あり

4 シングル 単身 低所得 持家 なし

5 シングル 単身 低所得以外 借家 あり

6 シングル 単身 低所得以外 借家 なし

7 シングル 単身 低所得以外 持家 あり

8 シングル 単身 低所得以外 持家 なし

9 シングル 親同居 低所得 借家 あり

10 シングル 親同居 低所得 借家 なし

11 シングル 親同居 低所得 持家 あり

12 シングル 親同居 低所得 持家 なし

13 シングル 親同居 低所得以外 借家 あり

14 シングル 親同居 低所得以外 借家 なし

15 シングル 親同居 低所得以外 持家 あり

16 シングル 親同居 低所得以外 持家 なし

17 シングル以外 － － 持家 あり

18 シングル以外 － － 持家 なし

19 シングル 親同居 低所得 借家 あり

介護離職あり
＞低所得・借家
＞単身
※低所得・借家の大小は後述
参考より、低所得＞借家
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シミュレーション結果

【65・75・85歳時点の貯蓄残高】

Case1(基本シナリオ) 要介護者=1名 公的年金(子)＝厚生年金 貯蓄＝平均値

No. 婚姻 同居 所得 住居
介護
離職

1 シングル 単身 低所得 借家 あり

2 シングル 単身 低所得 借家 なし

3 シングル 単身 低所得 持家 あり

4 シングル 単身 低所得 持家 なし

5 シングル 単身 低所得以外 借家 あり

6 シングル 単身 低所得以外 借家 なし

7 シングル 単身 低所得以外 持家 あり

8 シングル 単身 低所得以外 持家 なし

9 シングル 親同居 低所得 借家 あり

10 シングル 親同居 低所得 借家 なし

11 シングル 親同居 低所得 持家 あり

12 シングル 親同居 低所得 持家 なし

13 シングル 親同居 低所得以外 借家 あり

14 シングル 親同居 低所得以外 借家 なし

15 シングル 親同居 低所得以外 持家 あり

16 シングル 親同居 低所得以外 持家 なし

17 シングル以外 － － 持家 あり

18 シングル以外 － － 持家 なし

19 シングル 親同居 低所得 借家 あり

シングル以外: No.(17,18) と
シングル: No.(3,4, 7,8, 11,12, 15,16)
を比較すると、
No.8,16(シングル-低所得以外-持家-介護離職
なし)はNo.18より耐性あり、No.15(シングル-親
同居-低所得以外-持家-介護離職あり)はNo.17
と同程度で、それ以外はシングルの脆弱性が確認
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シミュレーション結果

【65・75・85歳時点の貯蓄残高 プラス(0)/マイナス(1) 】

・Case2はNo.19が65歳時点で貯蓄残高がマイナスになるものの、その他の属性で65歳時点でプラス
(No.19は親が貯蓄ゼロ無年金かつ借家、シングルが低所得で親同居の場合)
・No.1、2は75歳時点でNo.9、10は85歳時点で貯蓄残高はマイナス
(単身世帯・親同居によらず低所得世帯かつ借家の場合)
・Case3はNo.2、15、17でCase1(親介護1名)より早期に貯蓄残高がマイナス
(属性は親介護1名と同じ)

Case2 要介護者=0名

No. 婚姻 同居 所得 住居
介護
離職

1 シングル 単身 低所得 借家 あり

2 シングル 単身 低所得 借家 なし

3 シングル 単身 低所得 持家 あり

4 シングル 単身 低所得 持家 なし

5 シングル 単身 低所得以外 借家 あり

6 シングル 単身 低所得以外 借家 なし

7 シングル 単身 低所得以外 持家 あり

8 シングル 単身 低所得以外 持家 なし

9 シングル 親同居 低所得 借家 あり

10 シングル 親同居 低所得 借家 なし

11 シングル 親同居 低所得 持家 あり

12 シングル 親同居 低所得 持家 なし

13 シングル 親同居 低所得以外 借家 あり

14 シングル 親同居 低所得以外 借家 なし

15 シングル 親同居 低所得以外 持家 あり

16 シングル 親同居 低所得以外 持家 なし

17 シングル以外 － － 持家 あり

18 シングル以外 － － 持家 なし

19 シングル 親同居 低所得 借家 あり

親介護0名と1名以上
では貯蓄残高への影響
は大きいが、親介護1
名と2名の差はそれほど
大きくない

65歳時点 75歳時点 85歳時点 65歳時点 75歳時点 85歳時点

No. 在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

1 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

10 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 1 1 1 1 1

11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

Case3 要介護者=2名
赤セルはCase1から
追加されたマイナス個所

1
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シミュレーション結果

【65・75・85歳時点の貯蓄残高 プラス(0)/マイナス(1) 】

65歳時点 75歳時点 85歳時点

No. 在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 0 0 0 1 1 1 1 1 1

3 1 1 1 1 1 1 1 1 1

4 0 0 0 1 1 1 1 1 1

5 1 1 1 1 1 1 1 1 1

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 1 1 1 1 1 1 1 1 1

8 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9 1 1 1 1 1 1 1 1 1

10 0 0 0 1 1 1 1 1 1

11 1 1 1 1 1 1 1 1 1

12 0 0 0 0 0 0 1 1 1

13 1 1 1 1 1 1 1 1 1

14 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15 0 0 0 1 1 1 1 1 1

16 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17 0 0 0 1 1 1 1 1 1

18 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19 1 1 1 1 1 1 1 1 1

・厚生年金のCase1と比べて、No.15、17で早期に貯蓄残高がマイナス
・新しくNo.4は75歳時点で、No.12は85歳時点でマイナス

→ No.15、17 (シングル親同居やシングル以外で、持家であっても介護離職ありの場合)
No.4、12 (シングル介護離職なしで持家であっても低所得世帯である場合)について
貯蓄残高のマイナスが顕在化または時期の早期化

Case4 要介護者=1名 公的年金(子)＝国民年金 貯蓄＝平均値

No. 婚姻 同居 所得 住居
介護
離職

1 シングル 単身 低所得 借家 あり

2 シングル 単身 低所得 借家 なし

3 シングル 単身 低所得 持家 あり

4 シングル 単身 低所得 持家 なし

5 シングル 単身 低所得以外 借家 あり

6 シングル 単身 低所得以外 借家 なし

7 シングル 単身 低所得以外 持家 あり

8 シングル 単身 低所得以外 持家 なし

9 シングル 親同居 低所得 借家 あり

10 シングル 親同居 低所得 借家 なし

11 シングル 親同居 低所得 持家 あり

12 シングル 親同居 低所得 持家 なし

13 シングル 親同居 低所得以外 借家 あり

14 シングル 親同居 低所得以外 借家 なし

15 シングル 親同居 低所得以外 持家 あり

16 シングル 親同居 低所得以外 持家 なし

17 シングル以外 － － 持家 あり

18 シングル以外 － － 持家 なし

19 シングル 親同居 低所得 借家 あり

Case1では持家が貯
蓄減少リスクを吸収し
ていたが、国民年金の
場合は、収入減少に
より持家も十分なリス
クヘッジ機能を果たさ
ない
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シミュレーション結果

【65・75・85歳時点の貯蓄残高 プラス(0)/マイナス(1) 】

・No.2、10、15、17はCase1より早期に貯蓄残高がマイナス
・新しくNo.4、6、12、14、18がマイナス
・Case5、Case6では、ほとんどの属性で貯蓄残高がマイナス
・貯蓄残高がプラスであり続けるのは、シングルのNo. 8、16だけ

(いずれもシングルで低所得世帯以外、持家かつ介護離職なしの場合)
(ただし最頻値が保守的すぎる面もあり、中央値であればNo.6、14のシングルで低所得世帯以外、借家かつ
介護離職なしの場合やNo.18のシングル以外の介護離職なしもプラスであり続ける)

Case5 貯蓄＝中央値

No. 婚姻 同居 所得 住居
介護
離職

1 シングル 単身 低所得 借家 あり

2 シングル 単身 低所得 借家 なし

3 シングル 単身 低所得 持家 あり

4 シングル 単身 低所得 持家 なし

5 シングル 単身 低所得以外 借家 あり

6 シングル 単身 低所得以外 借家 なし

7 シングル 単身 低所得以外 持家 あり

8 シングル 単身 低所得以外 持家 なし

9 シングル 親同居 低所得 借家 あり

10 シングル 親同居 低所得 借家 なし

11 シングル 親同居 低所得 持家 あり

12 シングル 親同居 低所得 持家 なし

13 シングル 親同居 低所得以外 借家 あり

14 シングル 親同居 低所得以外 借家 なし

15 シングル 親同居 低所得以外 持家 あり

16 シングル 親同居 低所得以外 持家 なし

17 シングル以外 － － 持家 あり

18 シングル以外 － － 持家 なし

19 シングル 親同居 低所得 借家 あり

スタートの貯蓄の評価に
よらず、未婚者で貯蓄残
高がプラスであり続ける
のは、低所得世帯以外
介護離職なし

65歳時点 75歳時点 85歳時点 65歳時点 75歳時点 85歳時点

No. 在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

在宅
公的
施設

民間
施設

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

5 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1

7 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

10 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

11 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

12 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

13 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1

15 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

19 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

Case6 貯蓄＝最頻値中央値：親825万円、
子(低所得)2万円、子(低所得以外)300万円

最頻値：親12.5万円
子(低所得)12.5万円、子(低所得以外)12.5万円
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シミュレーション結果

【仮説検証の結果】

⇒ 低所得世帯でなくとも介護離職をすると老後に経済的破綻を招く蓋然性が高い

✓ シングルはシングル以外より脆弱性が一般に高い（シングルで低所得世帯以外、持
家かつ介護離職なしの場合は除く）

✓ シングルの親介護は、介護離職あり＞低所得世帯・借家＞単身世帯の順に貯蓄
残高への影響が大きく、親介護が2人に増えたとしてもこの傾向は変わらない

✓ シングルが国民年金加入である場合は、持家が十分な介護リスクのリスク耐性として
機能しなく、介護離職ありまたは低所得である場合は、貯蓄残高がマイナスになる可
能性がある

仮説：
シングル介護者が介護離職をした場合には経済的な破綻を招く蓋然性が高い
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シミュレーション結果

【参考：各属性の貯蓄残高への影響額(未婚者50歳～85歳までの総額)】

■介護離職あり/なしの差
(No.1とNo.2の差、No.5とNo.6の差、
No.3とNo.4の差)

■単身/家族同居ありの差
(No.1とNo.9の差、No.2とNo.10の差)

■借家/持家の差
(No.1とNo.3の差、No.5とNo.7の差、
No.9とNo.11の差、No.13とNo.15の差)

■介護施設(公的、民間)/在宅介護の差

■低所得世帯/それ以外世帯の差
(No.2とNo.6の差、No.10とNo.14の差)

影響が大きい順に、介護離職あり＞低所得世帯＞借家＞単身＞施設介護
Case1～Case6の結果の影響の順番、介護離職あり＞低所得・借家＞単身 と一致
Case1～Case6のシミュレーションは各要素の複合結果、上に示した他の要素を固定した場合の結果とは異なる点に留意

逸失勤労所得 厚生年金 非消費支出 合計

シングル（低所得世帯） 19,999 4,846 -3,368 21,477

シングル（低所得世帯以外） 61,106 4,846 -10,218 55,734

シングル以外 31,219 0 -4,450 26,769

（単位：千円）

食費 住居費 合計

1,740 3,045 4,786

食費 住居費 合計

単身 0 16,860 16,860

親同居 0 17,473 17,473

公的施設－在宅 民間施設－在宅

借家 -2,604 -150

持家 282 2,736

勤労所得差 支出差 合計

41,108 ー15,324 25,783
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シミュレーション結果

【仮説検証の結果】（つづき）

✓ Case1の結果を表2の世帯割合に当てはめると

40・50歳代で経済的に問題がなくても親の介護のために介護離職をした場合
75歳時点で経済的破綻を招く割合はシングル世帯全体の約70%
85歳時点で経済的破綻を招く割合はシングル世帯全体の100％

特に中年シングルのボリュームゾーン「親同居の低所得世帯」が介護離職をした場合
には65歳時点で経済的破綻を招き
自身の老後生活を送るためには生活保護等を活用しないと困難な状況になる

✓ シングルの場合は介護離職をすると、配偶者の勤労所得を期待できず、老後におい
て子供からの経済的支援も期待できないため、自分自身の現役時代の勤労による
蓄えが老後の生活維持に大きく影響することを十分理解すべき
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まとめ

✓ 以上の結果から、シングル介護者は現在経済的に問題がない世帯であっても介
護離職をするべきではないと本稿では主張する

✓ 具体的には介護離職をした場合の逸失勤労所得は
シングル（低所得世帯） 約2,000万円
シングル（低所得世帯以外） 約6,000万円

✓ さらに、シングルに関して今後は単身世帯の増加が予想されており、
当該世帯は介護離職をした場合には低所得世帯/それ以外や借家/持家によらず、
65歳時点で経済的破綻を招く蓋然性が高い世帯であるという結果

⇒ 我が国において介護離職を防ぐ施策を講じない場合は
シングル介護により経済的に破綻し老後生活が送れない世帯の増加が懸念

⇒ シングルに対し社会全体でサポートする仕組みをつくることが急務
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まとめ

✓ 国は介護離職ゼロの施策として「介護休業・介護休暇の取得の義務化」を推進

✓ しかし、シングル介護者は
「仕事の継続には時間のやりくりに苦労する」、「自身の体力や睡眠不足に不安」
ということから企業側の努力だけでは不十分

✓ 介護サービスが利用できる時間に勤務を調整しているのが実情。シングル介護者
にとっては勤務時間に合わせた介護サービスの充実が必要

✓ 介護の疲れを回復するレスパイトケア目的や急な仕事対応のために緊急時でも
対応可能なショートステイの拡大も必要であろう

✓ 勤務を行っていても何の心配もなく親の介護を対応してくれるインフラづくりが重要

✓ シングル介護者の家庭の事情によっては、介護離職の選択をせざるを得ない状況
も想定される。介護離職者の勤労所得が老後生活を維持することに重要である
結果も得られている。一方で介護終了時の再就職は厳しい状況。介護離職後
に出戻りを可能とする仕組みや、前職の経験を活かせる再就職が可能となる仕
組みの構築は有効
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課題

✓ シングルの男性と女性とで年収の相違などが見られるため、男女別でのシミュレー
ションも必要になる

✓ 本稿においては退職給付金を収入として考慮しておらず、各属性の相対的比較
においては大きな問題にならないものの、貯蓄残高がマイナスとなる時期が本稿の
結果より多少延期される可能性がある

✓ 一人一人の家計は様々であり、個々人の家計の事情を勘案してシミュレーション
を行わなければ、より実態を反映した貯蓄残高は算定できない

✓ 近年のビッグデータの蓄積やデータサイエンスの発展に鑑みると、公的な統計表で
は把握できなかった貯蓄残高が減少した場合の消費抑制行動なども反映できる
ものと考える

✓ 今後、家計のビッグデータの活用により、従来得られなかった新たな知見を得るこ
とができる可能性もあり、データの活用と分析手法の検討については継続課題で
ある
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